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 情報収集 
 新聞等の報道資料収集 
 内閣府発表資料収集 
 各ライフライン管理者提供資料収集 
 ライフライン関連企業ヒアリング（電気，ガス，水道） 

 
 現地調査 

 4月22-24日 
 菊池，大津，菊陽，熊本，益城等の給水所の視察とヒアリング 
 熊本市内，益城町内，大津町内の避難所の視察 

 5月15-17日 
 益城，西原，御船，南阿蘇の避難所視察 
 九州電力，YMCAヒアリング 

 5月25日 
 大阪市水道局ヒアリング 
 

 
本資料中出典の記載のないデータは内閣府公表データ 
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世帯ベースの給電率 
停電の発生しなかった自治体を除く 

九州大学玉置助教 提供データ 
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厚労省および防衛省提供データ 

図中図は中越地震の際の復旧曲線（内閣府公開資料より） 
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建物破損のリスクがある医療機関 

ライフラインの供給に問題のある医療機関 

問題ない医療機関 

22日より中小病院を中心に確認対象を拡充したため 
施設数が大幅に増加 

都市ガスの復旧曲線 医療機関の被災状況 

長崎大学 吉田准教授提供データ 

図中図は中越地震の際の復旧曲線（内閣府公開資料より） 
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コンビニ大手3社の県内営業店舗数 
5月9日時点で4店舗が休業中 携帯電話大手3社の基地局停止状況 



 電力 
 阿蘇地域は，全国からの発電機
車の応援で送電（20日）後，仮
鉄塔を再構築（28日） 

 各電力会社からは発電機車の応
援があった 

 詳細な被害については市民から
の情報提供は，問題もあるが有
効に機能している 

 自治体が広報（防災無線の活用
や避難所への広報）に協力して
くれたことは，復旧に有効で
あった 

 復旧の優先順位の指示は特に受
けずに復旧を行った 

 ガス(LPガス) 
 益城、阿蘇など被害の大きかっ
た地域はプロパンガスが主流 

 ガスを利用したいと要望があっ
た方は、４月２５日までに復旧 

 特に火災などの発生については
情報が無い 
 

 水道（大阪市水道局） 
 都市型水需要（トイレ等）から
の復旧要請強く、早期の給水再
開を最優先（東日本と異なる復
旧過程） 

 地下水源（初期）、給水過程で
の濁りが発生（飲用に不適、し
かし水質は検査済） 

 アプリ活用による漏水情報収集 

長崎大学 吉田准教授実施 



 水道 
 地下水水源及び給水過程で濁りが発
生．多様な水需要に応じるため早期
の供給再開を優先 

 水質は確認済みだが，濁りによる飲
用不適が発生 

 自発的な地下水の他目的への流用 

 ガス 
 耐震化（PE管）の進展と供給エリア
などの理由により中越と比較して全
復旧が早かった 

 電気 
 がけ崩れや道路の損壊等により進入
が困難な個所は復旧が遅れた 

 ライフラインの復旧タイミング 
 下水道使用不可による問題（下水道
の復旧情報不明） 

 道路の確保がライフライン復旧に重
要 

 

中越地震におけるガス（上段） 
水道（下段）の復旧曲線（再掲） 
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避難所数と避難者数の推移 

避難所数 避難者数 

ピーク時で避難所数が855か所，避難者数が183,882人 

熊本大学 柿本教授提供データ 



夜間の駐車場所確保のためのペットボトル 

洗濯・風呂の供給
（5月16日） 

３週間後 



 避難者・給水利用者 
 宅内配管が破損のため水
道が使えない 

 下水が復旧していないた
め風呂・トイレが使えな
い 

 コインランドリーが近所
に無く，混雑が激しいの
で早朝にまとめて洗濯 
 洗濯は近隣の親せき宅で
実施 

 ゴミの運搬が高齢1人暮
らしでは難しい 

 トイレの近くの駐車場を
確保して睡眠 

 運営者（管理者） 
 行政の方に余力が無い中
で判断ができない事象が
多い 

 分担が明確でないままの
対応となった 

 生活に関わるものの過不
足の情報は適切に伝わる
が，モノが来た時の対応
ができていない 

 十分にいきわたらないも
のは配布できない 
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 避難者数が多く，避難者数の減りが遅い 
 前震・本震と2度の地震，余震が心理的に大きく影響 
 広域一時滞在 

 行けるところが無い，職場の継続，学校の再開が未定，余震
による家屋の被害の可能性，盗難の心配 

 自動車での避難者 
 日中は通常の生活や片付け，夜は大規模駐車場に向
かい自動車で宿泊 

 自宅の庭などに駐車して自動車での生活 

 生活メンテナンス活動の支援 
 多様な水需要（洗濯，風呂など）を提供する機能が
近隣になく，結果として移動需要が発生 



 「長期避難生活」における自動車の活用の検討 
 シェルター兼モビリティの手段としての車を考慮した計画 

 通常生活の維持活動へのサービスとモビリティ提供，駐車場
の把握とマネジメント 
 

 広域一時滞在支援 
 自治体の広域一時滞在計画と合わせて，世帯での災害時広域
の一時滞在プラン策定支援 
 

 ライフライン企業・避難所運営の取り組みに学ぶ 
 災害時の準備・対応，指揮方法，災害時に現地・支援団体が
できることの切り分け 

 ライフラインに関わる業務における冗長性の確保と，支援側
の支援プラン 
 

 道路の復旧の重要性 
 無電柱化等の道路の災害時の被害を軽減する対策 



災害時等における調査・支援体制 
災害時に現地・委員会・小委員会・会員が情
報共有・共同・役割分担できる体制 

現地ができること・支援団体がやれること・
支援側の準備 

 

具体的な貢献 
交通・避難・生活・復興等のサービスへの知
見の提供 

シーズを社会に還元する 



 本調査を行うにあたっ
ては以下の方々にご支
援を得た．ここに記し
て感謝の意を表します 
 熊本大学 溝上教授，柿
本教授，円山准教授，藤
見准教授 

 長崎大学 吉田准教授 
 九州大学 玉置助教 

 京都大学 岡田名誉教授，
多々納教授 

 関西学院大学 野呂教授 
 CWS 小美野事務局長 
 

 九州電力熊本電力センター 
 熊本YMCA 
 大阪市水道局 
 東京ガス山梨 
 熊本県LPガス協会 
 九州経済団体連合会 

 

 その他ヒアリングに応じて
くださった方々 
 福井市，北九州市，岩国市，
各水道局職員 

 菊陽町議員，菊池市役所旭
志支所 

 避難者の方々， 

 


